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(57)【要約】
　導電性粒子を含む熱硬化性接着剤（１５）を使用して
、ある基板（１０）上の導電性配線（１２）を別の基板
（２０）上の導電性配線（２２）へ接続する方法、及び
結果として得られる物品を提供する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板の第１端から第２端まで伸びる少なくとも１つの導電性配線を表面に有するフレキ
シブル基板であって、前記少なくとも１つの導電性配線が、前記基板の前記第１端に接続
される第１回路と前記基板の前記第２端に接続される第２回路との間の電気的接続を形成
するように構成されている、フレキシブル基板と、
　導電性粒子を含み、前記基板の前記第１端及び第２端上にある熱硬化性接着剤と
を含んでなる、物品。
【請求項２】
　前記熱硬化性接着剤によって前記フレキシブル基板の前記第１端に取り付けた第１回路
、及び必要に応じて前記熱硬化性接着剤によって前記フレキシブル基板の前記第２端に取
り付けた第２回路を更に含む、請求項１に記載の物品。
【請求項３】
　前記第１回路及び第２回路の少なくとも１つが、デバイスの一部を形成する、請求項２
に記載の物品。
【請求項４】
　少なくとも１つの配線が、非腐食性金属を表面に有する、請求項１に記載の物品。
【請求項５】
　前記基板の前記第１端及び前記第２端のいずれか又は両方が、各々複数の配線を有する
、請求項１に記載の物品。
【請求項６】
　前記少なくとも１つの導電性配線の前記第１端及び前記第２端の１つ又は両方が、エン
ボス加工されている、請求項１に記載の物品。
【請求項７】
　前記熱硬化性接着剤が、室温で結晶相を有する、請求項１に記載の物品。
【請求項８】
　少なくとも１つの導電性配線を表面に有する第１フレキシブル基板を提供すること、
　前記少なくとも１つの配線の一部に、導電性粒子を含む熱硬化性接着剤組成物を配置す
ること、
　少なくとも１つの配線を有する第２基板を提供すること、
　前記第１基板及び第２基板上の対応する配線を位置合わせすること、及び
　前記第１基板及び第２基板を加熱及び加圧下にて接着して、前記対応する配線を電気的
に接触させ、且つ前記導電性配線の融点よりも低い温度で、前記配線周囲の前記接着剤を
流動及び硬化させること、を含む方法。
【請求項９】
　前記接着剤が、異方性導電フィルムである、請求項１に記載の物品又は請求項８に記載
の方法。
【請求項１０】
　前記第１基板及び第２基板のいずれか又は両方が、各々複数の配線を有する、請求項８
に記載の方法。
【請求項１１】
　前記熱硬化性接着剤が、除去可能及び補修可能のいずれか又は両方である、請求項１に
記載の物品又は請求項８に記載の方法。
【請求項１２】
　前記熱硬化性接着剤組成物が、タック減少剤を更に含む、請求項１に記載の物品又は請
求項８に記載の方法。
【請求項１３】
　前記タック減少剤が、メラミン／イソシアヌル酸付加化合物を含む、請求項１２に記載
の物品又は方法。
【請求項１４】
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　電気的に接触させられた前記配線の少なくとも一部が、エンボス加工されている、請求
項８に記載の方法。
【請求項１５】
　超音波震動及び電流のいずれか又は両方を適用中に、加熱及び加圧が実施される、請求
項８に記載の方法。
【請求項１６】
　前記熱硬化性接着剤が、発泡抑制剤を含む、請求項１に記載の物品又は請求項８に記載
の方法。
【請求項１７】
　前記熱硬化性接着剤が、フェノキシ樹脂を更に含む、請求項１に記載の物品又は請求項
８に記載の方法。
【請求項１８】
　前記熱硬化性接着剤が、第２のエポキシを更に含む、請求項１７に記載の物品又は方法
。
【請求項１９】
　前記配線の位置合わせ後かつ前記接着剤の硬化前に、前記熱硬化性接着剤を、硬化する
には不十分だが、その粘着性を増加するのに十分に加熱する、請求項８に記載の方法。
【請求項２０】
　前記第１基板及び第２基板を分離できるように、接着した前記第１基板及び第２基板を
加熱して、前記熱硬化性接着剤を溶融することを更に含む、請求項８に記載の方法。
【請求項２１】
　加熱及び加圧によって、前記第１基板及び第２基板を再接着することを更に含む、請求
項２０に記載の方法。
【請求項２２】
　請求項１に記載の物品を含む、電子組み立て物品。
【請求項２３】
　前記電子組み立て物品が、フレキシブル回路又は印刷回路基板である、請求項２２に記
載の物品。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、基板上に形成された導電性配線を接続する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電気又は電子構成要素では、複数の導体、又は配線が部材上に配置されているマルチコ
ンダクタは、他のマルチコンダクタに接続されている。例えば、その上にパッケージ化さ
れた各種電子部品を有する回路基板が別の回路基板に接続されている場合、複数の導電性
配線はある１つの及び他の回路基板上に各々形成され、且つマルチコンダクタの２つの末
端部分は各々相互に接続されて、２枚の回路基板を接続する。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　例えば、はんだ付け、圧縮接続、コネクタを使用した接続などの各種接続方法が、マル
チコンダクタなどの接続のために考慮される。しかし、近年、電気及び電子装置の本体が
より薄く且つ小さくなるに伴って、導体の幅及び間隔がますます小さくなり、現在の接続
手段は最適ではなくなった。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　発明の１つの態様は、基板の第１端から第２端まで伸びる少なくとも１つの導電性配線
を表面に有するフレキシブル基板であって、前記少なくとも１つの導電性配線が、前記基
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板の第１端に接続される第１回路と前記基板の第２端に接続される第２回路との間の電気
的接続を形成するように構成されている、フレキシブル基板と、導電性粒子を含み、前記
基板の前記第１端及び第２端上にある熱硬化性接着剤とを含んでなる、物品を提供する。
【０００５】
　発明の他の態様は、少なくとも１つの導電性配線を表面に有する第１フレキシブル基板
を提供すること、前記少なくとも１つの配線の一部に、導電性粒子を含む熱硬化性接着剤
組成物を配置すること、少なくとも１つの配線を有する第２基板を提供すること、前記第
１基板及び第２基板上の対応する配線を位置合わせすること、及び前記第１基板及び第２
基板を加熱及び加圧下にて接着して、前記対応する配線を電気的に接触させ、且つ前記導
電性配線の融点よりも低い温度で、前記配線周囲の前記接着剤を流動及び硬化させること
、を含む方法を提供する。
【０００６】
　本発明のその他の特徴及び利点は、以下の図面、詳細な説明、及び特許請求の範囲によ
り明らかとなるであろう。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００７】
　本発明の少なくとも一態様は、狭く且つ微小化した導電性配線を確実に接続することが
可能で、且つ修復作業を容易に実施することができる接続方法を提供する。
【０００８】
　本発明の少なくとも一態様は、上記接続方法と共同して、この接続方法によって接続さ
れた電気又は電子装置を提供する。
【０００９】
　本発明の基板は、単一の配線を有してもよいが、典型的にその表面に配置された複数の
導電性配線、又は導体を有し、一般に、「マルチコンダクタ」と呼ばれる。マルチコンダ
クタとしては、一般的に、印刷回路基板（硬質回路基板、フレキシブル回路基板）及び装
置表面上に直接提供された回路が挙げられる。マルチコンダクタは、装置及び回路基板の
ような２つの他のマルチコンダクタを接続することができる「ジャンパ回路」であること
もできる。
【００１０】
　本発明による方法の少なくとも一態様は、一対の導電性配線の重なり合った領域を提供
する。導電性配線は、金属接着又は金属間の機械的又は物理的接触によって接続され、周
辺部分は熱硬化性接着剤によって接続されて、非常に強固な接続が得られる。熱硬化性接
着剤、例えばカプロラクトン変性エポキシ樹脂を含む熱硬化性組成物を使用することによ
り、修復作業のための切断及び再接続を容易に完了させることができる。図１１に示すよ
うに、重なり合った領域とは、一対のマルチコンダクタ１０、２０が互いに重なり合って
いる領域である。
【００１１】
　本発明の態様は、その実施形態を示す添付図面を参照して、詳細に記述される。
　複数の導体を基板部材上に配置することによって形成する各種マルチコンダクタがある
。例えば、導体を硬質基板上に直接配置することにより形成される、電子部品パッケージ
ング用リジッド・マルチコンダクタ、フレキシブル・フィルム上に導体を配置することに
より形成されるフレキシブル・マルチコンダクタなどである。フレキシブル・マルチコン
ダクタとしては、いわゆるフレキシブル基板が挙げられる。本発明は、各種接続、例えば
、リジッド・マルチコンダクタの接続、フレキシブル・マルチコンダクタの接続、又はリ
ジッド・マルチコンダクタとフレキシブル・マルチコンダクタの接続のために使用するこ
とができる。
【００１２】
　基板、特にフレキシブル基板上の導体は、指状であってよい。即ち、あるマルチコンダ
クタ上の個々の導体が追加の柔軟性を有して、一緒に接合した際に、第２マルチコンダク
タ上の導体と適合するように、個々の導体の末端部分の間の基板は切り離されあるいは分
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離されてよい。これは、１つのマルチコンダクタがリジッドで、１つがフレキシブルであ
る実施形態に対して特に適している場合がある。フレキシブル・マルチコンダクタ上の配
線が指状である場合、それらはリジッド・マルチコンダクタ上の配線に適合し、個々の重
なり合った配線間のより良い接続を可能にする。
【００１３】
　一例として、リジッド・マルチコンダクタ及びフレキシブル・マルチコンダクタの接続
に関連させて、マルチコンダクタの接続を説明する。しかし、既に述べたように、前記接
続方法は配線導体を有するフレキシブル基板及び硬質基板の任意の組み合わせに適してい
る。接続される基板上の導体は、同一、又は異なる物質でできていてよい。
【００１４】
　フレキシブル・マルチコンダクタ１０及びリジッド・マルチコンダクタ２０を図１に示
す。フレキシブル・マルチコンダクタ１０は、銅合金などの導電性物質でできている複数
の導体１２によって形成され、フレキシブル樹脂フィルム１１上に特定間隔で配置され、
リジッド・マルチコンダクタ２０は銅合金などの金属でできた複数の導体２２によって形
成され、硬質樹脂基板２１上に特定間隔で配置される。上記導体１２、２２の配置は、例
えばフォトリソグラフィー法などによって実施される。
【００１５】
　次に、非腐食性金属層をこれら導体上に導体の最外層として形成してよい。導体１２、
２２の高さは、約５～約２５０μｍ、導体１２の幅と導体２２の幅はお互い等しく、数十
μｍ～約１００μｍであり、間隔も数十μｍ～約１００μｍである。これらを図１に幾分
誇張して示す。
【００１６】
　上述した非腐食性金属層は、通常メッキ法により形成されるが、形成はこの方法に限定
されない。非腐食性層を形成するためには、フレキシブル・マルチコンダクタ１０及び／
又はリジッド・マルチコンダクタ２０を、図１の中央にて示すように非腐食性金属メッキ
浴３０に浸漬することができ、メッキされた非腐食性金属層１３、２３を導体１２、２２
の表面にそれぞれ形成する。前記メッキ層１３、２３の厚さは、約０．１～約０．５μｍ
である。
【００１７】
　図１の下端には、フレキシブル・マルチコンダクタ１０及びリジッド・マルチコンダク
タ２０があり、その上にはメッキされた非腐食性金属層１３、２３がそれぞれ付着してい
ることが示されている。
【００１８】
　いわゆる、ディップろう付法の一例を前述したが、他のメッキ方法例えば電解メッキ法
又は化学メッキ法を使用してもよい。
　導体の最外層を構成するための非腐食性金属として、金、銀、パラジウム、白金、スズ
を含む適した金属、及びこれらの合金を使用してもよい。これらの材料の使用によって、
冷間圧接、摩擦溶接、及び拡散接合により形成されるような固相接合が実現できる。しか
し、本発明の接続方法では、接着剤が金属導体を取り囲み且つ固定しているので、固相接
合は不要であり、導体の接触が接続を形成するのに十分であり得る。それにもかかわらず
、安定した接続を確保するために、固相接合を形成して、導体を相互に確実に接続しても
よい。摩擦接合では、固相接合を促進するために超音波震動を適用してもよい。
【００１９】
　次に、好ましくはエンボス加工された、又は非平坦部分１４をフレキシブル・マルチコ
ンダクタ１０の導体１２上に形成する。これは、後で実施されるフレキシブル・マルチコ
ンダクタ１０の導体１２とリジッド・マルチコンダクタ２０の導体２２の接続を確実にす
るために行われる。図２は、フレキシブル・マルチコンダクタ１０上の非平坦部分１４の
形成を説明するために有用である。図１の下に示すような状態のフレキシブル・マルチコ
ンダクタ１０を、半円筒体形状の突起部４１が並んで形成されている型４０に対して押し
つける。図３は、前述の如く形成した非平坦部分１４を有するフレキシブル・マルチコン
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ダクタ１０を示す。前記突起部は、角錘、方形、円形、正方形等のような任意の適した形
状であってよい。前記非平坦部分は、接着剤を金属接点間からより簡単に移動させるため
に、良好な金属間接触を提供することができる。
【００２０】
　非平坦部分１４のサイズは、導電性配線の高さ、深さ、及び幅のサイズ、マルチコンダ
クタの計画している用途などの要因に依存する。前記非平坦部分１４の好ましいサイズは
、次に、図４を参照して説明する。
【００２１】
　前記非平坦部分１４の幅Ｒは、好ましくは導体の高さＨ×（約０．５～約１０）に等し
く、Ｈ＝２０μｍの場合、Ｒは約１０～約２００μｍである。
【００２２】
　前記非平坦部分１４の陥没部の深さＤは、好ましくは導体の高さＨ×（約０．２～約０
．８）に等しく、Ｈ＝２０μｍの場合、Ｄは約５～約１００μｍである。
【００２３】
　前記非平坦部分１４の凹部間の間隔Ｌは、好ましくは導体の高さＨ×（０．５～約１０
）に等しく、Ｈ＝２０μｍの場合、Ｌは約１０～約２００μｍである。
【００２４】
　任意の非腐食性金属（これは、図２、３、及び４に示されている）をこの時点で追加し
てもよい。
【００２５】
　次に、重ね合わせることになる導体を含む領域内のマルチコンダクタの少なくとも１つ
に接着剤が取り付けられる。本発明で使用する接着剤には、幾つかの追加の特徴が望まれ
る。これらの特徴は、以下のように考えられる。
【００２６】
　第１に、前記フレキシブル・マルチコンダクタ１０及び前記リジッド・マルチコンダク
タ２０は、対応する導体が適切に重なり合うような位置にて位置合わせされる。前記接着
剤が粘着性を示す場合、位置決め誤差を補正するために、２つのマルチコンダクタを分離
することが困難且つ時間がかかる場合がある。従って、前記接着剤が位置合わせ中に、す
なわち、室温にて、粘着性を示さないか又は僅かしか示さないことが好ましい。
【００２７】
　次に、適切な位置に位置合わせする際には、フレキシブル・マルチコンダクタ１０及び
リジッド・マルチコンダクタ２０を一時的に接合させることが好ましい場合がある。従っ
て、前記接着剤が短時間加熱後に粘着性（しかし、完全には硬化していない）を示すこと
が好ましい。
【００２８】
　次に、熱圧着を行う。すなわち、加熱中に、フレキシブル・マルチコンダクタ１０及び
リジッド・マルチコンダクタ２０は、共に加圧されて導体上の金属層が互いに接触させら
れる。幾つかの実施形態では、金属がそれらの間で固相接合を形成することが好ましい。
気泡が熱圧着により発生した場合、高湿度下の気泡内での水の凝結によって、金属接点が
損傷したり又は破壊されたり、又は短絡が起こることがある。従って、加熱時に前記接着
剤組成物は、気泡を生じないことが望ましい。
【００２９】
　他方では、熱圧着の初期状態では、すなわち、比較的低温では、基板２１又はフィルム
１１から突出する導体が、接着剤組成物の層を通して貫通し、導体が互いに接触すること
が望まれる。
【００３０】
　加えて、フレキシブル・マルチコンダクタ１０及びリジッド・マルチコンダクタ２０間
の接続がたまたま失敗した場合、接着剤組成物がこの接続を容易に切断することが好まし
く、マルチコンダクタ１０又はマルチコンダクタ２０のいずれか一方の交換などの修復作
業の完了後に、接続が回復することが好ましい。従って、接着剤組成物が接続を容易に切
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断できること及び容易に再び回復できることが好ましい。換言すれば、前記接着剤は除去
可能且つ補修可能である。これと関連して、「除去可能」とは、接合した物品を分離でき
るように、接着剤を加熱及び柔軟化できることを意味し、「補修可能」とは、予め接合し
た物品を再び接合できるように、又は異なった物品を接合できるように、物品を分離した
後に、接着剤を加熱及び柔軟化できることを意味する。
【００３１】
　上記要求を満足させる接着剤組成物は、本発明の熱硬化性接着剤である。本発明の熱硬
化性接着剤の少なくとも１つの実施形態は、硬化後に軽く架橋しており、硬化後に引き続
いて加熱した際に柔軟化可能である。熱硬化性接着剤組成物の少なくとも１つの実施形態
は、カプロラクトン変性エポキシ樹脂を含む。
【００３２】
　本発明の熱硬化性接着剤の少なくとも１つの実施形態は、結晶相を有する。例えば、前
記結晶相は、カプロラクトン変性エポキシ樹脂（以下に「変性エポキシ樹脂」と称する）
を主成分として含んでもよい。前記変性エポキシ樹脂は、前記熱硬化性接着剤組成物に適
した柔軟性を付与し、従って前記熱硬化性接着剤の粘弾性的性質を向上させることができ
る。その結果、前記熱硬化性接着剤は、硬化前であっても凝集力を示し、加熱により接着
能を発現させる。普通のエポキシ樹脂と同様に、前記変性エポキシ樹脂は加熱によって、
３次元網状構造を有する硬化した生成物を形成し、それによって熱硬化性接着剤組成物に
凝集力を付与する。
【００３３】
　本発明の一態様によれば、このような変性エポキシ樹脂は典型的には、約１００～約９
，０００、好ましくは約２００～約５，０００、さらにより好ましくは約５００～約３，
０００のエポキシ当量を有する。このようなエポキシ当量を有する変性エポキシ樹脂は、
例えばダイセル化学工業株式会社（Daicel Chemical Industries Co.）からプラッセルＧ
（PLACCEL G）シリーズの商標名で市販されている。
【００３４】
　本発明の組成物の熱硬化性接着剤は、好ましくはタック減少剤を含む。適したタック減
少剤は、上述した変性エポキシ樹脂と組み合わされたメラミン／イソシアヌル酸付加化合
物（以下「メラミン／イソシアヌル酸複合体」とも称される）である。有用なメラミン／
イソシアヌル酸複合体は、例えば日産化学工業株式会社（Nissan Chemical Industries C
o.）からＭＣ－６００の商標名にて市販されており、前記熱硬化性接着剤組成物の強化、
チキソトロピーの発現に起因する加熱硬化前の前記熱硬化性接着剤組成物の粘着性の低減
、並びに前記熱硬化性接着剤組成物の吸湿及び流動性の抑制に効果的である。前述した効
果を損なうことなしに、硬化した後の脆化の防止を考慮して、前記熱硬化性接着剤組成物
は、メラミン／イソシアヌル酸複合体を典型的には、約１～約２００質量部の範囲の量で
、好ましくは約２～約１００質量部の範囲の量で、さらにより好ましくは約３～約５０質
量部の範囲の量で、変性エポキシ樹脂の１００質量部に対して含んでもよい。
【００３５】
　前記熱硬化性接着剤組成物は、修復性能を向上させるための熱可塑性樹脂を更に含んで
よい。適した熱可塑性樹脂は、フェノキシ樹脂である。フェノキシ樹脂は、鎖又は線状構
造を持つ比較的高分子量の熱可塑性樹脂であり、エピクロルヒドリン及びビスフェノール
Ａから成る。フェノキシ樹脂は優れた加工性を有し、所望の形状の熱硬化性接着剤組成物
を形成するために有利に使用され得る。本発明の少なくとも一態様によれば、フェノキシ
樹脂は前記熱硬化性接着剤組成物中に、変性エポキシ樹脂１００質量部に対して、典型的
には約１０～約３００質量部の範囲内、好ましくは約２０～約２００質量部の範囲内の量
で含まれよい。これは、この範囲であれば、フェノキシ樹脂が効果的に上記変性エポキシ
樹脂と共溶できるためである。このようにして、熱硬化性接着剤組成物から変性エポキシ
樹脂がにじみ出るのを効果的に防止できる。フェノキシ樹脂は、変性エポキシ樹脂の上記
硬化生成物と絡み合って、前記熱硬化性接着剤組成物の最終的な凝集力及び耐熱性を増大
させる。更に、接続後の良好な修復性能を得ることができる。
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【００３６】
　更に、前記熱硬化性接着剤組成物は、上述したフェノキシ樹脂と組み合わせて又はそれ
とは独立して、第２のエポキシ樹脂（以後、単純に「エポキシ樹脂」と称する）を必要に
応じて含んでもよい。本エポキシ樹脂は、本発明の範囲を逸脱しない限り、特に限定され
ず、例えば、ビスフェノールＡエポキシ樹脂、ビスフェノールＦエポキシ樹脂、ビスフェ
ノールＡジグリシジルエーテル型エポキシ樹脂、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、
クレゾールノボラック型エポキシ樹脂、フルオレン（fluolene）エポキシ樹脂、グリシジ
ルアミンエポキシ樹脂、脂肪族エポキシ樹脂、臭素化エポキシ樹脂、フッ素化エポキシ樹
脂、等を使用してもよい。これらのエポキシ樹脂は、前記変性エポキシ樹脂と同様に、フ
ェノキシ樹脂と共溶可能であり、且つ熱硬化性接着剤組成物からほとんどにじみ出ない。
特に、前記熱硬化性接着剤組成物が好ましくは約５０～約２００質量部、さらにより好ま
しくは約６０～約１４０質量部の第２エポキシ樹脂を１００質量部の前記変性エポキシ樹
脂に対して含む場合、耐熱性を有利に向上させることができる。
【００３７】
　本発明の実施において、ビスフェノールＡジグリシジルエーテル型エポキシ樹脂（以後
、「ジグリシジルエーテル型エポキシ樹脂」とも称する）を、特に好ましいエポキシ樹脂
として使用することができる。本ジグリシジルエーテル型エポキシ樹脂は液体であり、例
えば前記熱硬化性接着剤組成物の高温特性を向上させることができる。例えば、ジグリシ
ジルエーテル型エポキシ樹脂を使用することにより、高温硬化及び高いガラス転移温度に
よって耐化学性を向上することができる。加えて、硬化剤の適用範囲を広げることができ
且つ硬化条件を比較的穏やかにすることができる。このようなジグリシジルエーテル型エ
ポキシ樹脂は、例えばダウケミカル社（日本）からＤ．Ｅ．Ｒ．３３２の商標名にて市販
されている。
【００３８】
　硬化剤を熱硬化性接着剤組成物に追加して、前記変性エポキシ樹脂及び第２エポキシ樹
脂の硬化反応を促進してもよい。所望の効果が得られる限り、硬化剤の型及び量に対して
特に制限はない。しかし、耐熱性の向上を考慮すると、前記熱硬化性接着剤組成物は、１
００質量部の前記変性エポキシ樹脂及び必須第２エポキシ樹脂に対して、典型的には約１
～約５０質量部、好ましくは約２～約４０質量部、さらにより好ましくは約５～約３０質
量部の硬化剤を含んでもよい。有用な硬化剤の例としては、アミン硬化剤、酸無水物、ジ
シアナミド、カチオン性重合触媒、イミダゾール化合物、ヒドラジン化合物等が挙げられ
るが、これらに限定されない。特に、室温での熱的安定性の観点から、有望な硬化剤とし
てジシアナミドが挙げられる。ジグリシジルエーテル型エポキシ樹脂については、脂環式
ポリアミン、ポリアミド、アミドアミン及びその変形を好ましくは使用してよい。
【００３９】
　約２５～約９０質量部の有機粒子を１００質量部の熱硬化性接着剤組成物に追加して、
樹脂を得てもよい。この樹脂は、抑制された起泡性を有し且つ導体が接着剤組成物を良好
に貫通することを可能にする。このような樹脂は、塑性流動特性を示す。すなわち、降伏
応力を超える応力を適用した場合には、塑性的に流動するが、降伏応力以下の外力に対応
して弾性的に変形する。導体突起部を本樹脂に対して比較的高い圧力で押しつけた場合、
そのような特性を有する樹脂は、導体がそれを貫通できるように流動する。しかし、基板
の含水量から生じる水蒸気圧を前記樹脂に加熱しながら適用した場合、樹脂は流動し且つ
ほとんど気泡を生じない。
【００４０】
　添加してもよい前記有機粒子としては、アクリル樹脂、スチレン－ブタジエン樹脂、ス
チレン－ブタジエン－アクリル樹脂、メラミン樹脂、メラミン－イソシアヌレート付加化
合物、ポリイミド、シリコーン樹脂、ポリエーテルイミド、ポリエーテルスルホン、ポリ
エステル、ポリカーボネート、ポリエーテルエーテルケトン、ポリベンゾイミダゾール、
ポリアリレート、液晶ポリマー、オレフィン樹脂、エチレン－アクリルコポリマーの粒子
が挙げられ、且つ粒径は約０μｍ以下、好ましくは約５μｍ以下である。
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【００４１】
　例えば参照することにより本明細書に援用される、米国特許第４，６０６，９６２号（
レイレック（Reylek）ら）及び米国特許第４，７４０，６５７号（ツガゴスキー（Tsukag
oski）ら）に記載されているようなものを含む導電性粒子が、本発明の接着剤組成物に加
えられてもよい。前記導電性粒子は、金属粒子、塊状金属粒子、溶融金属粒子、又はポリ
マー核物質に金属をコーティングした粒子であることができる。前記導電性粒子は、金属
（例えば、銀、金、銅、ニッケルなど）、インジウム酸化スズ又はアルミニウム酸化亜鉛
などの金属酸化物、又はカーボンブラック又は導電性ポリマーなどの導電性非金属などの
単一物質でできていてもよい。このような粒子は、複数の物質、例えばはんだ表面層及び
金属コア又は非金属コアのどちらか一方とでできていてもよい。前記導電性粒子は、球状
又は非球状でもよい。好ましくは、導電性粒子の直径は、隣接回路との短絡を生じないよ
うなサイズである。粒子直径の範囲は、典型的には下限で約５μｍ、約４μｍ、又は約２
μｍ及び上限で約３０μｍ、約２０μｍ、又は約６μｍであってよく、一般的には前記接
着剤層の厚さ未満でなければならない。本発明の接着剤組成物中に含まれる導電性粒子は
、そこにランダムに分散されてよく又は所望の構成を持つ均一な配列に配置されてもよい
。
【００４２】
　Ｚ軸方向に伝導性を提供する異方性導電膜（ＡＣＦ）を形成するために、導電性粒子が
前記接着剤に加えられてもよい。導電性粒子はまた、熱伝導率を高める、接地を提供する
、ＥＭＩ遮蔽を提供する、又は前記接着剤の３次元全ての導電性を提供する（すなわち、
等方的導電接着剤を提供する）などの別の理由で添加してもよい。
【００４３】
　前記接着剤中の導電性粒子の量が、粒子の所望の機能によって変わってもよい。ＡＣＦ
を形成するために導電性粒子が添加される場合、接着剤によって一緒に付着した際に相対
する導体素子間の電気接触を確立するのに十分な量を添加しなければならない。前記導電
性粒子が、他の目的のために添加される場合、より多量にて又はより少量にて添加されて
よい。導電性粒子の使用を節約するために、個々の導電体と接触する接着フィルム部分内
にのみ前記粒子が配置されてよい。固体金属又は複合粒子が本発明の接着剤組成物内で使
用される場合、それらは典型的には、前記組成物の総容量を基準にして約１容量％～約１
５容量％の範囲の濃度にて提供される。上記の如くして得られた前記接着剤組成物は、フ
レキシブル・マルチコンダクタ１０及び／又はリジッド・マルチコンダクタ２０の表面に
取り付けられる。前記接着剤は、ドライフィルム且つ熱的に積層されたものとして調製さ
れてよく、又は液状にてコーティングされてもよい。付着させられた接着剤によって被覆
された領域は、導体の領域に限定される必要はなく、前記領域が導体の周囲にまで広がっ
たとしても問題はない。
【００４４】
　図５に、熱的に約８０～約１２０℃にて積層されたドライフィルムの形態にて接着剤を
有するフレキシブル・マルチコンダクタ１０を示す。図５（Ａ）は、導体１２の軸方向か
ら見たものであり、図５（Ｂ）は導体１２の軸に対して垂直方向から見たものである。参
照番号１５は、接着剤層を意味する。接着剤層１５の厚さは、導体の約０．２～約２．５
倍の高さであり、且つ約５～約２００μｍ、好ましくは約１０～約５０μｍ、さらにより
好ましくは約１０μｍ～約２０μｍである。
【００４５】
　図６は、ドライフィルムの形態の接着剤を、フレキシブル・マルチコンダクタ１０上に
熱的にラミネートするローラー・ラミネーター５０（一対のローラー５１及び表示されな
い加熱装置で構成されている）を示す。
【００４６】
　図７に示すように、そこへ付着した接着剤を有するフレキシブル・マルチコンダクタ１
０を、顕微鏡６０を使用して適切な位置に位置合わせする。本実施例では、図８に示すよ
うに、接着剤層１５をリジッド・マルチコンダクタ２０上で下向きにして、フレキシブル
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・マルチコンダクタ１０を移動させ、対応する導体である、フレキシブル・マルチコンダ
クタ１０の導体１２とリジッド・マルチコンダクタ２０の導体２２とが同じ位置になるよ
うに位置合わせされる。本位置合わせは、室温で実施され、接着剤が好ましくは室温で粘
着性をほとんど示さないか又は全く示さないために、導体の固着は発生せず、位置合わせ
をスムーズに行うことができる。
【００４７】
　位置合わせ完了後、好ましくは例えば約１２０℃～約１５０℃にて約１秒間の最小加熱
を、図９に示すはんだごて７０によって行う。このとき、接着剤は粘着性を示し、適切な
位置に位置合わせされたフレキシブル・マルチコンダクタ１０及びリジッド・マルチコン
ダクタ２０は一時的にお互いに接合されて、相対移動がもはや起きないようにされる。
【００４８】
　上記の如く一時的に接合させられたフレキシブル・マルチコンダクタ１０及びリジッド
・マルチコンダクタ２０は、次に、より恒久的に（完全プレス接着）プレス接着される。
図１０は、熱圧着を実施するためにボンダー８０が使用された後の、完全プレス接着の結
果を示す。図示されるように、フレキシブル・マルチコンダクタ１０及びリジッド・マル
チコンダクタ２０の金属層は、互いに接触する。その結果、フレキシブル・マルチコンダ
クタ１０の導体１１及びリジッド・マルチコンダクタ２０の導体２１は、強力に接続され
る。プレス接着は、荷重をかけて、必要に応じて、摩擦溶接を促進するための超音波震動
の適用又は電流の適用と共に実施される。加熱条件は一般に、約１００～約２５０℃で約
１～約３０秒間である。温度が高すぎたり又は加熱時間が長すぎると、マルチコンダクタ
１０又は２０が損傷を受けることがあり、温度が低すぎたり又は加熱時間が短すぎると、
効果的な接続が得られないことがある。プレス力は、約２×１０2～約１０×１０2ｋＰａ
である。
【００４９】
　導電性粒子が前記接着剤へ添加される場合、それらの少なくとも一部が、マルチコンダ
クタ１０、２０の１つ以上の導体１１、２１間に存在する。十分な量の導電性粒子が接着
剤に添加されて、異方性導電接着剤を形成する場合、粒子は個々の相対する導体１１及び
２１間に電気的接続を提供する。更に、異方性接着剤などが使用される場合、導体１１、
２１が非平坦部分を有する必要はない。
【００５０】
　本発明において、位置ずれなどの問題が発生した場合、又は接続されたマルチコンダク
タ１０又は２０に欠陥が生じた場合、２５０℃以下の比較的低温で加熱することによって
、容易に接続を外すことができる。分離されたマルチコンダクタ１０又は２０は、前述の
条件下での熱圧着によって容易に再接続させることができる。
【００５１】
　このため、本発明の態様は、第１基板を第２基板へ機械的に接合するために使用しても
よいことが理解できる。より具体的には、いずれかの個々の基板上の導体を直接相互接続
することによって、第１基板上の導体と第２基板上の導体との間の電気的接続を作るため
に各態様を使用してもよい。
【００５２】
　特定の例示的実施例として、本発明の態様は、チップ又はチップモジュール上の導電性
パッドと基板上の導電性配線との間の電気的相互接続（基板は、フレックス回路（スマー
トカード本体を含む）、印刷回路基板、インジウム酸化スズ（ＩＴＯ）でコーティングさ
れたガラス、又は他の導電性配線を持つガラス）；又はフレックス回路上の導電性配線と
第２のフレックス回路、印刷回路基板、ＩＴＯ被覆ガラス、及び／又は他の導電性配線を
持つガラスの上の導電性配線との間の電気的相互接続；又は２つの印刷回路基板上の導電
性配線の間もしくは印刷回路基板と接地面との間の電気的相互接続を確立する手助けをす
るために用いることもできる。これらの種類の電気的相互接続は、携帯用電子機器、コン
ピュータ、ラップトップ・コンピュータ、キーボード、タッチスクリーン、ディスプレイ
（ガラス及びプラスチックの両方）、携帯電話、携帯情報端末（ＰＤＡ）、ポケベル、ス



(11) JP 2008-537338 A 2008.9.11

10

20

30

40

50

マートカード、無線ＩＣタグ（ＲＦＩＤ）、スマートラベル、携帯用電子機器用アンテナ
、電卓、腕時計、ラジオ、エンジン制御装置などの応用において、用途が見出される。図
１１は、携帯電話セット１００にて使用されている本発明の構成要素を示す。
【００５３】
　本発明の他の目的、特徴、及び利点は、以下の実施例によって更に説明されるが、これ
らの実施例において列挙される特定の材料及びその量、並びにその他の条件及び詳細は、
本発明を不当に限定すると解釈されてはならない。
【実施例】
【００５４】
　フレキシブル・マルチコンダクタとリジッド・マルチコンダクタとの接続の具体例並び
に性能試験の結果を以下に述べる。
【００５５】
　１．硬質回路基板（ＰＣＢ）（リジッド・マルチコンダクタ）とフレキシブル印刷回路
基板（ＦＰＣ）（フレキシブル・マルチコンダクタ）との接続。
　ＰＣＢ：基板：ＪＩＳ　Ｃ６４８４（厚さ０．４ｍｍ）に記載されているガラス繊維布
ベースエポキシ樹脂印刷基板、導体の高さ：金／ニッケル／銅＝０．３μｍ／５μｍ／１
８μｍ、Ｌ／Ｓ（直線状導体の幅／直線状導体間の間隔）＝１００μｍ／１００μｍ、回
路数（直線状導体の数）：５０。
　ＦＰＣ：基板：ポリイミド（デュポン社製カプトン（KAPTON））（厚さ２５μｍ）、導
体の高さ：金／ニッケル／銅＝０．３μｍ／１．５μｍ／１８μｍ、Ｌ／Ｓ（直線状導体
の幅／直線状導体間の間隔）＝１００μｍ／１００μｍ、回路数（直線状導体の数）：５
０。
【００５６】
　２．突出部は、ＦＰＣ回路の表面上にダイをプレスすることにより形成される。
　ダイ：ＳＫＤ－１１（ＪＩＳ　Ｇ４４０４に記載の通り）、ピッチ：２００μｍ、高さ
：３０μｍの８個の線状凹部から成る。
　プレス：ＦＰＣ回路に対して垂直な線状突出部を用いて、４００ｋｇｆの荷重をかけて
プレスする。
【００５７】
　３．接着剤組成物の調製
　表１に示す組成物を室温で混合及び調製し、シリコーン処理したポリエチレンテレフタ
レート（ＰＥＴ）フィルム上にコーティングし、オーブン内にて１００℃で３０分間乾燥
させて、厚み２５μｍの接着剤フィルムを得た。
【００５８】
　表１　接着剤の原料組成

【００５９】
　フェノキシ樹脂：ＹＰ５０Ｓ、東都化成株式会社（Tohto Kasei Co.）製、数平均分子
量１１，８００
　エポキシ樹脂：ＤＥＲ　３３２、ダウケミカル日本株式会社（Dow Chemical Japan Co.
）製、エポキシ当量１７４
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　ポリカプロラクトン変性エポキシ樹脂：プラッセル（PLACCEL）Ｇ４０２、ダイセル化
学工業株式会社（Daicel Chemical Industries Co.）製造、エポキシ当量１３５０
　グリシジル官能基を有するアクリル粒子：ＥＸＬ２３１４、クレハパラロイドＥＸＬ（
KUREHA PARALOID EXL）、呉羽化学工業株式会社製
　ＤＩＣＹ：ジシアンジアミド：ＣＧ－ＮＡ、ＰＴＩジャパン社製
　メラミン／イソシアヌル酸付加化合物：ＭＣ－６００、日産化学工業株式会社（Nissan
 Chemical Industries Co.）製
【００６０】
　４．接着剤フィルムのラミネーション
　突出部作成後、接着剤をＦＰＣ回路の表面上に置き、１２０℃にてホットプレスしてラ
ミネート加工した。
【００６１】
　５．樹脂封止した電気的接続
　上記で作成したその上に接着剤をラミネート加工したＦＰＣは、２０ｋｇの荷重をかけ
、以下の温度スケジュールに従って上記のＰＣＢに接続した。
　１７５℃またはそれ以上の温度にて、５秒間保持
　最高温度２００℃
　適用した荷重は、１４５℃のヒーターで解放した。
【００６２】
　６．接続抵抗の測定結果
　ＰＣＢとＦＰＣ回路との間の接続抵抗値は、ミリオーム計を使用して４端子法によって
測定した。基板及びＦＰＣの全回路が１Ωまたはそれ以下の抵抗で接続され、当該接続が
次の条件下で環境抵抗を有することが確認された。この値は、４端子を超えた範囲の測定
での配線抵抗を含む。結果を以下の表２に示す。
【００６３】
　表２　環境試験前後の抵抗値（Ω）

【００６４】
　１）熱サイクル：－４０℃／３０分間＜－＞８０℃／３０分間、５００サイクル
　２）湿度－温度エージング：６０℃／９０％ＲＨ、５００時間
【００６５】
　７．単純切断
　ヒーター上にて１５０℃で加熱しながら、前述の方法により形成された電気的接続に力
を加えた。本方法により、ＰＣＢ又はＦＰＣにいかなるダメージも生じさせることなく、
前記接続は外される。
【００６６】
　８．修復性能
　以前に述べたような樹脂封止接続を、上述した方法で外した電気的接続に対して再度実
施し、接続抵抗を測定し次の結果を得た。再接続後の抵抗値に変化は見られず、従って良
好な修復性能が確認された。
【００６７】
　表３　修復前後の抵抗値

【００６８】
　予想される実施例
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【００６９】
　構成成分の均一混合物になるまで、上記物質を攪拌する。上記接着剤のドライフィルム
のＺ方向にのみ伝導性を与えるのに十分な量だけ、導電性粒子（例えば、ＪＣＩ　７ＧＮ
Ｍ－Ｎｉ　Ａｕでコーティングしたニッケル粒子）を本混合物へ添加する。この量は、選
択した導電性粒子及び結果として得られるフィルムの厚さ（ドライフィルムの典型的な厚
さは、４０～８０μｍの範囲である）によって変わる。前記フィルムを作成するには、前
記接着剤混合物を適した剥離ライナー上に、所望のドライフィルム厚さを与えるのに十分
な量でコーティングする。次に、結果として得られるコーティングされたバッキングを３
０分間、１００℃にて乾燥させる。前記接着フィルムを１～２時間、１５０℃にて熱処理
して、緩やかに架橋させる。結果として得られる物質の重要な特徴は、それが特徴的な降
伏点より下では固体として振る舞い、それより上では液体として振る舞うことである。フ
ィルムとの接着は、接着剤が流動するように、十分な熱と圧力と共に実施される。接着剤
中に分散された導電性粒子は、このような接着条件下で粘着物と接触することができる。
再加工は、接着剤が十分に柔軟化し、部品が簡単に分離できるような温度まで接着された
部品を再加熱することによって行う。
【００７０】
　本開示に照らし、本発明の精神及び範囲から逸脱されることなく、本明細書にて開示さ
れる実施形態へ変更を加えることができることを当業者には理解されたい。
【図面の簡単な説明】
【００７１】
【図１】フレキシブル・マルチコンダクタ及びリジッド・マルチコンダクタの導体上に実
施される非腐食性金属のメッキを説明するのに有用な図。
【図２】ダイを使用して、フレキシブル・マルチコンダクタの導体上に粗さを形成するこ
とを説明するのに有用な図。
【図３】フレキシブル・マルチコンダクタの導体で、その上に粗さを形成したものの説明
に有用な図。
【図４】導体上に形成した粗さの寸法を説明するのに有用な図。
【図５】その上に接着剤がラミネート加工されてあるフレキシブル・マルチコンダクタ。
　（Ａ）　導体の軸方向から見た図。　（Ｂ）　導体の軸に対して垂直方向から見た図。
【図６】ローラー・ラミネーター。
【図７】顕微鏡を使用する位置合わせの手順を説明するのに有用な図。
【図８】適切な位置に位置合わせされたフレキシブル・マルチコンダクタ及びリジッド・
マルチコンダクタ。
【図９】一時的接着のためのはんだごて。
【図１０】完全接着を説明するのに有用な図。
【図１１】携帯電話セット内のフレキシブル・マルチコンダクタと相互接続された２つの
リジッド・マルチコンダクタ。
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